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鳩山政権が進める農家の戸別補償制度は、２つの柱から成り立っています。一つは、コメの生産調整

に協力した販売農家に対し、生産費と販売価格の差額を補てんする米戸別所得補償モデル事業（米のモ

デル事業）です。もう一つが、水田で大豆や麦、米粉・飼料用米を生産する販売農家を対象にした「水

田利活用自給力向上事業」（自給率向上事業）です。

「戸別所得補償」という名称が、あたかも “ 一戸一戸の農家の所得を補償する ” かのような誤解を与え

ています。しかし、その実体は「差額の戸別配り制度」に過ぎません。制度の概要は、生産数量目標に従っ

て主食用のコメを作り、水稲共済に加入している販売農家などに対し、生産費と販売価格の差を全国一

律の定額で直接支払います。価格が下がった場合は、上乗せ助成をします。定額部分は、１０アール当

たり１万５０００円です。

この金額は全国一律で、各地で生産条件などが違う現実を無視しています。２００８年産米の１０アー

ル当たりの生産費は、一番低い北海道の１１万２６６５円と、一番高い中国・四国の１８万３６８６円

では１. ６３倍の格差があるのです。それなのに全国一律にすると、不利な条件でコメを作る生産者の

努力は報われません。

コメからの転作作物を助成する自給率向上事業にも疑問の声が上がっています。現行の産地確立交付

金は、農地の団地化や担い手に対する経営支援に応じた地域独自の加算を行い、地方が主体的に転作を

進めることができるようになっています。これを廃止し、品目ごとに全国一律の金額を助成する事業を

実施しようとしています。米粉・飼料用などの新規需要米は、１０アール当たり８万円を助成する一方で、

麦や大豆は３万５０００円、野菜や雑穀など「その他作物」は１万円と、かなり格差があります。新規

需要米以外は、今の制度よりも大幅に助成が減ります。生産調整に真摯に応じ、経営努力を重ねてきた

生産者や地方への配慮が欠けています。

そしてなによりも、農家への説明が遅れています。今年の営農計画も立てられないと、不安の声が出

ています。

私ども公明党茨城県本部は、農家の皆さまの声を真摯にお伺いして、日本の農業政策に具体的な提案

をしていきたいとの思いから、アンケート調査を実施いたしました。

■　調査の概要

　（1）　調査名称　：　農家の戸別所得補償制度に関するアンケート調査

　（2）　調査対象　：　茨城県内の農業者　８０５人

　（3）　調査方法　：　公明党茨城県本部所属議員の面接による聞き取り調査

　（4）　調査期間　：　2010 年２月１日～３月６日

　（5）　有効回答　：　５４０人（６７. １％）　
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年　　齢

３０歳未満 2 0.4%
３０歳代 8 1.5%
４０歳代 54 10.0%
５０歳代 156 28.9%
６０歳代 190 35.2%
７０歳以上 125 23.1%
その他・未回答 5 0.9%

専業・兼業の別

専業農家 207 38.3%
兼業農家、農業収入が多い 69 12.8%
兼業農家、その他収入が多い 242 44.8%
その他・未回答 22 4.1%

主な作物

稲作 246 61.5%
畑作 24 6.0%
野菜 88 22.0%
花卉 15 3.8%
果樹 5 1.3%
畜産 9 2.3%
その他・未回答 13 3.3%

認定農業者の有無
認定農業者 147 27.2%
認定農業者ではない 373 69.1%
その他・未回答 20 3.7%

回答者の属性

回答者の年齢別人数
有効回答の５４０名の年齢分
布は、７０歳以上が１２５名
（２３．１％）、６０歳以上が３１５
名（５８.３％）と過半数を占め、
５０歳未満は６４名で１１.９％に
過ぎませんでした。いかに農家の
高齢化が進んでいるかを物語って
います。
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戸別所得補償制度の内容
を知っていますか？

よく知ってる 42 7.8%
ある程度知っている 211 39.1%
あまり知らない 219 40.6%
知らない 61 11.3%
その他・未回答 7 1.3%

Q1：戸別所得補償制度の認知度は低い

戸別所得補償制度について、「よく知っている」または「ある程度知っ
ている」と回答した人は、２５３名で全体の４6.9％に止まりました。
反対に「知らない」「あまり知らない」と回答した人は、２８０名で、
全体の 51.9％と過半数に上りました。
未だに制度自体の認知度が低く、政府の説明不足がその要因と推測
されます。

Q2：戸別所得補償制度を導入しても農業経営は良くならない

戸別所得補償制度を導入しても、全体の７４. １％（４００人）の人が、
農業経営は「現状と変わらない」と考えていることが分かりました。
農業経営が良くなると考えている人は、わずか５３名（９. ８％）し
かいませんでした。
茨城県の場合、そもそも農業経営が稲作に依存する割合が低いこと
が、戸別所得補償制度への評価が低い要因の一つと思われます。

戸別所得補償制度によっ
て農業経営が良くなると
思いますか？

農業経営は良くなる 53 9.8%
現状と変わらない 400 74.1%
農業経営は悪くなる 69 12.8%
その他・未回答 18 3.3%
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Q3：「農業経営が悪くなる」と答えた理由（自由記述）
•	 農地の集積が進まないから。
•	 戸別所得補償制度は長続きしないと思う。
•	 新規事業に対する助成が、現在転作中の作物より低
くなるから。

•	 説明不足で営農組合も計画が立てられないと思う。
•	 地域間で不公平が発生してやる気を失わせる。
•	 生産性の低い小規模農家が７０％を占める現状では、
ただ単に生産費と販売価格の差額を補償する制度で
は、農業全体の経営安定化には繋がらない。

•	 そもそも後継者がいないから。
•	 戸別所得補償の対象になるための条件が複雑である。
•	 転作の補償が無くなるから。
•	 競争力が失われる。自分で努力しなくなる。大規模
化が進まない。

•	 小規模農家の切り捨て政策だと思います。後継者の
いない小規模経営者はやがて、耕作放棄や大規模農
家に吸収され、第二次大戦前の形態に逆戻りする。

•	 野菜類にも所得補償がなければ、不公平で急激に農
業が減少していく。

•	 戸別所得補償を受けることでコメの価格が下落して
しまう。

•	 現在、農地を賃借りしていても正規の賃貸契約を結
んでいない人が多い。このような人は戸別所得補償
が受けられない。

•	 大規模農家だけが恩恵を受け、農業の抜本改革には
ほど遠い。

•	 制度を悪用して真剣に農業に取り組まない農家が多
くなるから。
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Q4：定額部分１万５０００円は安すぎる

戸別所得補償制度の定額部分１万５０００円／１０ａは、「安すぎ
る」と答えた人が、全体の４６. ７％に達しています。
「分からない」と答えた人も、３７. ０％にのぼり、農家自らがコ
ストを掌握できていない現状を物語っていると思われます。
特に自らの人件費をどのように捉えるかで、判断に差が出ていま
す。

Q5：定額部分が全国一律なのは見直すべき

戸別所得補償制度の定額部分１万５０００円／１０ａが、全国一律
であることに対して、「妥当である」と答えた人は、８８人（１６. ３％）
に止まり、「見直すべき」と答えた人が２６１人（４８. ３％）に上
りました。
耕作条件が違う地域で、補償額が一定なのは不満感があるようです。
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定額部分が１０a当たり
１万５千円とされたこと
について、どう思うか？

適当な額である 52 9.6%
安すぎる 252 46.7%
高すぎる 7 1.3%
分からない 200 37.0%
その他・未回答 29 5.4%

定額部分が全国一律とさ
れたことについて、どう
思うか？

全国一律は妥当である 88 16.3%
全国一律を見直すべきである 261 48.3%
分からない 169 31.3%
その他・未回答 22 4.1%
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Q6：生産調整の選択制移行を評価する声は高い

生産調整（減反）が事実
上の選択制に移行したこ
とに対して、どう思うか？

選択制への移行を評価する 147 27.2%
移行は良くない 89 16.5%
分からない 278 51.5%
その他・未回答 26 4.8%

戸別所得補償制度では、その参加要件が生産調整を行うこととなっ
ているため、実質的に生産調整が選択制に移行したことになります。
「選択制への移行を評価する」人が２７. ２％あり、「移行は良くない」
とする人の１６. ５％を上まわりました。
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Q7：生産調整の選択制への「移行は良くない」と答えた理由

Q8：農地の貸しはがしや集落営農からの脱退を招くかはよく分からない

戸別所得補償制度導入によって、農地の貸しはがしや集落営農からの脱退を招くと思うかとの設問は、
そもそも農地を借りて大規模の農業経営を行う農家や集落営農の形態が少ない茨城県では、余り大き
な懸念材料にはなっていません。

戸別所得補償制度導入
は、農地の貸しはがしや
集落営農からの脱退を招
くと思いますか？

貸しはがしなどを招くと思う 157 29.1%
思わない 142 26.3%
分からない 211 39.1%
その他・未回答 30 5.6%

Q9：米以外に戸別所得補償がないのは不公平だ

戸別所得補償制度が米以外にも適用されると勘違いしていた農家が多い。特に、茨城県では、野菜、
果樹などの農家が多く、米以外に戸別所得補償がないことを不公平と考える農家が、全体の 6割近く
に達しました。

•	 結果的に調整が付かないのではないか。
•	 選択制への移行で、これまでの生産調整に対する意
識が薄れ、米の作付けが増大し、米余りとなり米価
の暴落が予想される。戸別所得補償制度では対応で
きなくなる恐れがある。

•	 耕作面積の少ない小規模農家には、あまり関係がな
い。

•	 米が余り米価の大幅下落につながる。

野菜、花き、果樹、畜産
などについては、当面、
戸別所得補償のめどがな
いことに対して、どう思
いますか？

米以外に戸別補償がないのはやむを得ない 55 10.2%
米以外に戸別補償がないのは不公平だ 323 59.8%
どちらとも言えない 146 27.0%
その他・未回答 16 3.0%
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Q10：「水田利活用自給力向上事業」では米の転作が進まない

水田利活用自給力向上事業によって、「転作が進む」と考える農家は
わずか８. ９％に止まっています。「現状と変わらない」と「転作は
進まない」を加えると８６. ９％に達しています。

Q11：戸別所得補償を導入しても後継者は増えない

戸別所得補償制度が導入されても、「農業後継者が増える」と答え
た農家は、わずか３. １％にすぎませんでした。「現状と変わらない」
と「農業後継者が減る」と答えた農家は、９３. ５％にも達しました。

戸別所得補償制度で農業
後継者が増えると思いま
すか？

農業後継者が増える 17 3.1%
現状と変わらない 378 70.0%
農業後継者が減る 127 23.5%
その他・未回答 18 3.3%

戸別所得補償制度や自給率
向上事業によって、農地集
積が進むと思いますか。

農地の集積が進む 62 11.5%
現状と変わらない 354 65.6%
農地の集積が遅れる 109 20.2%
その他・未回答 15 2.8%

戸別所得補償制度で、「農地の集積が進む」と考える農家は、
１１. ５％に止まり、「現状と変わらない」と「集積が遅れる」を加
えると８５. ７％が否定的な考えを持っています。

戸別所得補償制度を合わ
せて実施される「水田利
活用自給力向上事業」に
よって米の転作が進むと
思いますか？

転作は進む 48 8.9%
現状と変わらない 296 54.8%
転作は進まない 173 32.0%
その他・未回答 23 4.3%
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Q12：戸別所得補償を導入しても農地の集積は進まない
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民主党は、かねてより戸別
所得補償制度と米国との
FTA 締結を一体で行うと主
張してきました。
あなたの考え方と最も近い
ものを選んでください。

戸別所得補償を実施した後であれば
FTA を進めても良い 26 4.8%
戸別所得補償を実施しても FTA を進
めるべきではない 317 58.7%

分からない 166 30.7%

その他・未回答 31 5.7%

Q13：戸別所得補償を実施してもＦＴＡを進めるべきではない

民主党は戸別所得補償と米国とのＦＴＡ締結を一体で行うと主張してきました。しかし、６割近くの農
家が「ＦＴＡを進めるべきではない」と回答しました。

Q14：今後の農政に関する意見・要望（自由記述）

•	 説明不足で所得補償制度の方向性が見えない
•	 作った米は消費者に直接販売している。今までも、
減反は一切行っていないし、これからも減反する意
思はない。所得補償制度で国から金をもらおうとは
思わない。国の農政に翻弄されるよりも、本当にお
いしい米をじっくり作りたい。

•	 全国の農家で同じ経営をしている農家は一戸もない。
地方によって農家・農業は全く違う。政治家はもっ
と実状を知るべき。

•	 農産物全体が安定した価格であって欲しい。
•	 戸別所得補償制度というならば、１０ａ当たり最低
３万円程度は必要だと思う。

•	 農家は大変手間が掛かり、その割りに収益が少ない。
こうしたことから後継者がいないことが最大の問題。

•	 担い手が育つ施策が大事であり、自給自足できる体
制づくりが必要。

•	 バラマキ政策より担い手育成政策が大切。
•	 専業農家の嫁不足が深刻である。
•	 現在、稲作だけで生計を立てるのは困難。農家の総
収入に占める米の割合の調査をしてはどうか。

•	 農産物の価格安定化を図って欲しい。米だけでなく、
野菜や果樹に最低価格を設定して欲しい。

•	 お金をばらまくだけではなく、もっと細かな指導を
して欲しい。後継者を育成するための資金の貸し付
けや技術指導、見習い期間の生活費支援などが効果
的だと思う。

•	 どんなに大規模化しても、外国の安い人件費で作ら
れる農産物にはかなわない。大規模化は異常気象や
災害には対応できないし、作物の劣化も進む。視点
を変えて中小規模の多くの農業者が夢を持てる未来
を見られる農業を目指すべきだ。

•	 戸別所得補償制度も民主党の打ち上げ花火に終わる
ような気がする。何年持つのか、いつまで続くのか
不安。それが無くなった時に、生産調整はどのよう
に行うのか心配になる。日本の主食である米を守る
しっかりとした政策を望む。

•	 イノシシの被害が日々高まり、現状のまま放置すれ
ば農業耕作をあきらめなくてはならないほどだ。国
が害獣駆除の予算を縮小した理由が全く理解できな
い。
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